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福島における「持続可能な開発のための教育」
のための地域学習支援
はじめに
　2015年、筆者らは福島県内のユネスコ・スクー
ルを中心とした「福島 ESD コンソーシアム」を
設立し、福島における接続可能な開発のための
教育（ESD）とメディア情報リテラシー（MIL）
を軸にした学習支援を行った。こうした一連の経
過と理論的背景についてはすでに「ESD へのメ
ディア情報リテラシー教育導入をめぐる理論的実
践的課題の検討」（坂本 2016）として論文にまと
めている。また、2015年から 2016年にかけて実
施した福島県須賀川市立白方小学校とネパールの
チャンディカデビ小学校との交流の様子を描いた
映画も制作された。
　2016年度より筆者らはこれまでの活動を引き
継いで 3年間の法政大学キャリアデザイン学会研
究助成を受けた。そのテーマは「被災地におけ
る『接続可能な開発のための教育（ESD）』のた
めの地域学習支援」であり、これまでの学校支援
にのみならず、地域の近代化と水環境の観点から
ESD を検討することとした。
　本稿は、ⅠとⅡおよびⅢの 3部にわけられる。
Ⅰはこれまでの研究活動のうち、2016年度から
2018年度までに実施した白方小学校とネパール
の小学校との交流実践の概要と方法をまとめたも
のである。2015年度福島 ESD コンソーシアム活
動報告『福島とネパールの子どもたち　ビデオレ
ターがつないだであいのキセキ』（2016）1 の内容
をもとにその後の活動内容を加筆し、全面的に書
き改めた。また、2018年から 2019年にかけて実
施した白方小学校とネパールの小学校とのビデオ
レター交流実践を評価するため、質問紙を開発
した。その経過と課題をⅡにまとめた。さらに、
福島における地域の近代化と水環境を軸とする
ESD についての考察をⅢにまとめた。なお、Ⅰ
は坂本が担当し、Ⅱは寺崎、Ⅲは笹川が担当した。
I.	 福島・ネパール間ビデオレター交流
実践の概要と方法
1.	 ビデオレター交流実践の背景
　ビデオレターの実践には、ユネスコの二つの教
育プログラムが関係している。一つ目は「持続可
能な開発のための教育」（ESD）プログラムであ
る。現代世界には環境や貧困、飢饉、福祉、健康、
衛生、人権、ジェンダー、平等などさまざまな課
題がある。2002年、南アフリカのヨハネスブル
グで国連「持続可能な開発に関する世界首脳会議」
が開かれ、「持続可能な開発に関するヨハネスブ
ルグ宣言」が採択された。同じ年の 12月の国連
総会に日本とスウェーデンは「国連 ESD の 10年」
を共同提案して採択された。これが ESD の始ま
りである。2014年の「国連 ESD の 10年」と同
時に「ESD に関するユネスコ世界会議」が名古
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屋で開かれ、その後を引き継ぐグローバル・アク
ション・プラン（GAP）が採択された。
　そして、2015年 9月に開かれた国連総会で
2030年までに世界が克服すべき 17の目標が定め
られた。これが「持続可能な開発目標」（SDGs）
である。ESD はこの新たな目標を追求すること
になったのである。ESD の目標は、世界的な課
題を身近な地域から解決できる人間を育てること
である。国連で決定された目標を追求するために、
世界中で取り組まれる世界的な教育運動だといえ
るだろう。ESD は日本が国連に提唱して始まっ
たため、とりわけ日本のユネスコ運動は熱心に取
り組んでいる。全校を挙げて ESD に取り組む学
校はユネスコ・スクールとしてユネスコ国内委員
会を経由してユネスコ本部に登録される。世界で
は1万、日本でも1000校を超えるユネスコ・スクー
ルがある。ユネスコ・スクールでは、世界の課題
を学びながら、同時に身近な地域のさまざまな課
題に取り組む教育を進めている。福島もネパール
も大きな震災があった。自然災害と防災も ESD
の大きなテーマの一つである。そしてネパールは
発展途上国であり、震災に加えて貧困や健康・福
祉といった課題を抱えている。福島とネパールの
学校間交流には ESD に関わる多様な学習課題を
含んでいるといえる。
　ユネスコが取り組むもう一つの教育プログラム
が「メディア情報リテラシー」（MIL）プログラ
ムである。これに「異文化間対話」をつなぎ、「メ
ディア情報リテラシーと異文化間対話」（MILID）
と呼ぶ。「メディア情報リテラシー」はメディ
ア・リテラシーと情報リテラシーという二つのリ
テラシーをつないだ用語である。もともとユネ
スコはメディア教育を推進してきた歴史がある
が、メディア・リテラシーという呼び方を始めた
のは 2007年に国連事務局直属組織として「国連
文明の同盟」（UNAOC）が設立され、4つの主
要な任務のうちの一つとしてメディア・リテラ
シーの普及がうたわれてからである。ユネスコは
UNAOC と協力しながら、メディア・リテラシー
運動を国際図書館連盟（IFLA）が推進してきた
情報リテラシー運動と統合し、2011年に教職員
研修用カリキュラムを作り、世界中に普及させる
取り組みをはじめた。なお、メディア・リテラシー
とは、NAMLE（全米メディア・リテラシー教
育学会）や CML（Center for Media Literacy）、
EU、ユネスコなど世界的に有力な組織によるメ
ディア・リテラシーの定義を総合的に勘案すると、
民主主義社会におけるメディアの機能を理解する
とともに、あらゆる形態のメディア・メッセージ
へアクセスし、批判的に分析評価し、創造的に自
己表現し、それによって市民社会に参加し、異文
化を超えて対話し、行動する能力である（坂本・
今度 2018）。
　なお、メディア・リテラシーにおけるメディア
とは、ミディアムの複数性としてのメディアでは
なく、新聞社やテレビ局など、いわゆるメディア
（the media）のことを指している。例えば、スマー
トフォンは前者の意味でのメディアであるが、後
者の意味でのメディアではないため、スマート
フォンの活用能力はメディア・リテラシーではな
く、デジタル・リテラシーに含まれる。一般に、
こうした混乱を避けるため、スマートフォンなど
の端末をメディア・ツールと呼ぶことが多い。ま
た、メディアによって創造・送信されるものはメ
ディアではなく、メディア・メッセージもしくは
メディア・コンテンツと呼ぶ。さらに、ソーシャ
ル・メディアは、プラットホームとしてみれば前
者だが、ニュースや広告表示機能に注目すると後
者のメディアとしてみなすことも可能である。
　UNAOC がメディア・リテラシーを重視する
ことになった背景には、イラク戦争であらわに
なった深刻な文化的葛藤があった。世界の平和を
実現させるためには、発展途上国でも急速に普及
しつつあるソーシャル・メディアなど、新しいメ
ディアに対応したリテラシー教育が不可欠である
こと、そしてそのような新しいリテラシーが平
和を実現する異文化間対話に欠かせないツール
であると考えられたのである。一方、ユネスコは
IFLA とともに情報リテラシー教育運動を進めて
いた。日本では情報リテラシーにはパソコンの使
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い方のようなニュアンスがあるが、ユネスコでは、
情報を収集・批判的分析・整理・発信する能力の
ことをいい、情報リテラシー教育の担い手は図書
館、とりわけ大学図書館や学校図書館である。そ
して情報リテラシーは探究学習や生涯学習に欠か
せないものだと考えられている。
  日本ではメディア・リテラシーを、マスメディ
アを批判的に読み解いて正しい情報を見抜く力だ
とみなされることが多いが、正しい情報を見抜く
力はメディア・リテラシーではなく、情報リテラ
シーと呼ぶべきであろう。メディア・リテラシー
は情報ではなく、メディアの表現の仕方やその効
果に焦点を当てて、メッセージの背後にある考え
方や意図を見出し、他の視聴者がどのように感じ
るか考える能力だといえる。ここでいうメディア
はマスメディアだけではなく、ソーシャル・メディ
アも含む。かつては映像といえばテレビだったが、
今ではインターネットを通じてスマートフォンが
あればどこでも視聴できるとともに発信できる時
代になった。つまり一人ひとりがメディアになる
ことができる時代である。とりわけ映像メッセー
ジは我々の生活や生き方に大きな影響を与えてい
る。その映像がどのように作られ、視聴者にどの
ようなメッセージを与えようとしているのか、普
段考えることはない。しかし、メディア・リテラ
シーを身に付けて、メディア・メッセージを批判
的に視聴・制作することができるようになれば、
それは大きな力となる。
　また、情報リテラシーは情報へのアクセス、評
価、活用等によって探究する力である。自分でわ
からないことや解決したい問題を見つけて、未知
の世界から必要な情報を探し、吟味し、レポート
や論文にまとめ、それを世界に発信する力である。
このどちらのリテラシーも、世界の困難な課題を
異なる文化を持った他者とともに解決するために
は欠かせない。パソコンを使いこなすスキルも大
事だが、それ以上に、自分とは異なる文化や背景
を持った人々と対話や協働する力が求められてい
る。その力がいじめや暴力のない世界、戦争のな
い平和な世界をつくり出す原動力になっていくの
である。
　ユネスコによると、MIL を身につけた市民は
メディアや図書館を活用してメッセージや情報を
批判的に読み解き、表現の自由を行使し、よりよ
い政治をつくり出す一方で、メディアや図書館は
表現の自由を守り、政治権力を監視する。このよ
うに MIL は民主主義に不可欠なリテラシーであ
る。MIL は、決して学校教育だけの問題ではなく、
市民社会を支える生涯学習の理念でもあるといえ
る。また、メディアや図書館にとっても MIL は
大切な教育原理であり、学校関係者や教育行政関
係者だけではなく、メディア関係者や図書館関係
者も MIL について十分な理解をする必要がある。
　ユネスコは、MIL 政策を教育だけではなく、
さまざまな分野で政府や自治体、NPO、企業な
ど多様な関係者が協力し合いながら進めていくこ
とを奨励している。とりわけ重視しているのは子
ども・青年の参加である。子ども・青年は教育を
受けるだけの存在ではなく、政策の立案や運動の
担い手として参加する存在であると考えられてい
る。これは MIL だけではなく、ESD においても
同様である。
　ユネスコにとっては、ESD よりも MIL の方が
新しい運動であるため、日本でもこれまではあま
り知られていなかった。しかし ESD と MIL と
いう二つのユネスコの教育プログラムを統合する
という考え方は理にかなったものである。同じユ
ネスコのプログラムであるため、両方とも教育の
目標に SDGs（持続可能な開発目標）がある。子
ども主体の学びを大切にし、探究的学習を重視す
る点も同じである。MIL は読み書きを意味する
リテラシーを拡大したものであり、あらゆる教育
の土台に位置する。教育の土台に MIL があり、
その力を原動力としてさまざまな地域の課題を学
ぶ。さらにそれらを SDGs という世界の課題につ
なげているのである。
2.	 メディア・リテラシーと映像制作
　今日の急速な技術の進歩によって、タブレット
端末一台で撮影から編集までできるようになっ
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た。映像の制作もビデオカメラを使うことなく、
タブレット端末やスマートフォン一台で作ること
ができる。映像制作は単なる ICT やメディアを
活用した教育ではない。タブレット端末はメディ
ア・ツールだと言えるが、メディア・ツールを活
用することがメディア・リテラシー教育の本質で
はない。映像制作は主に情報リテラシー教育では
なく、メディア・リテラシー教育の一部だと言っ
てよいが、メディア・リテラシーの定義から考え
ると、単なるメッセージの創造や自己表現ではな
く、自分自身を振り返り、メッセージの分析評価
や市民社会への参加、さらには異文化を超えた対
話へとつながる必要がある。
　メディア・リテラシー教育の視点を踏まえた映
像制作として、次のようなものがある。第一に、
デジタル・ストーリーテリングである。デジタル・
ストーリーテリングは基本的に静止画によるスラ
イドにナレーションを加えた作品形式であり、主
に自分についての物語作品となる。キャリアデザ
イン学部でのデジタル・ストーリーテリング制作
実践についてはすでに論文にまとめている（坂本
2015および坂本・芳賀 2017）。これらの論文は
大学教育におけるデジタル・ストーリーテリング
実践を扱ったものであるが、筆者は 2016年およ
び 2017年に埼玉県立伊奈学園総合高校でデジタ
ル・ストーリーテリングおよび読書をテーマにし
たデジタル・ストーリーテリングであるデジタル・
ブックトークの実践や、2016年 9月にいわき市
にあるいわき海浜自然の家で開催された第 3回東
北クラスタースクールでの中学高校生を対象とし
たワークショップ、および 2018年に一般市民を
対象にした埼玉県立市民活動センターでのデジタ
ル・ストーリーテリング市民講座などを実施して
いる。いずれも貸与したタブレット端末または学
習者所有のスマートフォンを用いており、中高生
から高齢者まで、容易にデジタル・ストーリーテ
リング作品を作ることが可能である。
　デジタル・ストーリーテリングは、自分自身の
人生を振り返り、それを物語として文章化し、編
集ソフトを用いて映像と合わせて作品にまとめて
制作する。そして完成後は発表会を開いて他者と
共有しあう。メディア・リテラシーの観点から見
れば、自己表現に重きを置いたメディア実践だと
言える。デジタル・ストーリーテリングの対象を
読書活動に限定したものがデジタル・ブックトー
クである。人生を振り返り、本との出会いを作品
にしたものであり、司書課程や司書教諭課程の授
業や高校での国語科の授業で実施している。
　デジタル・ストーリーテリングはあくまでも静
止画を用いた一人語りの動画作品であり、それゆ
えに比較的簡単に作ることができるが、さらに高
度なスキルが求められるものがドキュメンタリー
である。筆者はすでにドキュメンタリーの持つ教
育性について次のように述べたことがある。
ドキュメンタリーは、単なる現実の映像化で
はなく、それらを素材にした新しい現実や世
界観の創造である。この事実こそが、一方で、
メディア情報リテラシー教育における「メ
ディアとは現実の再構成である」という一つ
の原理の根拠となるのだが、他方で、ドキュ
メンタリー制作は、現実世界をくぐって自己
の世界観を再構成する創造的な営みとして、
そこに教育的価値を見いだすこともできるの
である。（坂本 2014:145）
　ドキュメンタリーには制作者自身を対象とする
セルフ・ドキュメンタリーとよばれるジャンルが
あるが、一般的には自己とは異なる他者や事象な
どを取材対象とする。しかし、上記のような教育
性がもっとも発揮されるのはセルフ・ドキュメン
タリーであろう。筆者は他者を取材対象とするド
キュメンタリーにセルフ・ドキュメンタリーの要
素を付加させた「体験の言語化・映像化」と呼ば
れるコンセプトを提起したい。デジタル・ストー
リーテリングはいわば「記憶の映像化」であるこ
とから、両者を含めて「体験の言語化・記憶の映
像化」と呼ぶことができる（なお、この用語は「記
憶の言語化・体験の映像化」を含む）。このコン
セプトは早稲田大学平山郁夫記念ボランティアセ
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ンターが開講する「体験の言語化」科をヒントに
している。「体験の言語化」科はボランティアの
体験を言葉で語ることのできない学生を対象に、
体験を言語としてプレゼンテーションさせる学習
プログラムである。2
　「体験の言語化・映像化」は早稲田大学の「体
験の言語化」科からヒントを得ているが、中身は
大きく異なる。このコンセプトはドキュメンタ
リー制作の過程で用いられる。これまで学生によ
るドキュメンタリーはあくまでも取材対象を中心
に撮影していたが、その方法では取材者と対象者
との人間関係や取材によって何を得て、何が変
わったのか、映像に明示的に表現されることはな
い。しかし、ドキュメンタリーの教育性とは、ド
キュメンタリーそのものに教育的価値があるので
はなく、ドキュメンタリー制作のプロセスに教育
的価値があるとみなす。そのプロセスそのものを
表現することがもっとも重要なのである。
　このようにして、ドキュメンタリー映像に取材
対象者自身が登場し、そこで感じたことを言語化
するシーンを挿入することにした。一見すると、
セルフ・ドキュメンタリーに見える。あるいは、
ドキュメンタリーのメイキング映像のようにも見
える。この試みを全面的に実施したのは 2017年
度「地域学習支援実習」コミュニティ・メディア
班による宮城・福島取材であった。学生たちは意
図的にお互いに取材するシーンやその場で感じた
ことをインタビューし合うシーンを撮影して作品
を制作した。この作品は 2017年 12月 10日に平
塚市で開催された「湘南ひらつかメディフェス」
で参加学生自身によって上映報告された。さらに
この手法は同年 12月のカンボジア海外研修時の
カンボジア・メコン大学とのドキュメンタリー
協働制作にも使われた。「体験の言語化・映像化」
は市民ジャーナリズムとセルフ・ドキュメンタ
リーの両者の特徴を取り込んでおり、自己表現と
同時に社会との関係そのものを明示的に表現する
ことをめざした映像制作手法であるといえる。
　デジタル・ストーリーテリングとドキュメンタ
リーの中間に位置するのがビデオレターである。
ビデオレターはメッセージの送り先を明確に意識
して作られる映像作品である。本来、あらゆるメ
ディア・メッセージは送り先を持つが、ビデオレ
ターはそのことを明示することによって、メディ
ア・リテラシー教育実践として位置づけることが
可能となる。とりわけ、ビデオレターを異文化交
流のプロセスに組み込むことによって、メディア・
リテラシーとしての「異文化を超えた対話能力」
を育てることができる。次章ではビデオレターに
焦点を当てることにする。
3.　異文化間対話のためのビデオレター交流
　ビデオレターによる異文化交流実践をメディ
ア・リテラシーの観点から見ると、メディア・メッ
セージの創造と読解、そしてコミュニケーション
という過程を含んでいる点が重要である。つまり、
相手にメッセージを伝えると同時に相手からのメ
ディア・メッセージを批判的に分析し、深く考え
ながらメッセージを理解するスキルの育成を含ん
でいるからこそ、メディア・リテラシー教育実践
だと言えるのである。ICT の活用に焦点を当て
るのではなく、メッセージの創造と読解、そして
それによるコミュニケーションに焦点を当てなけ
ればならない。アメリカ図書館連盟によれば、情
報の発見、創造、コミュニケーションのために、
ICT を用いる能力をデジタル・リテラシーと定
義している（ALA 2011）。つまり、それらはメディ
ア・リテラシーではなく、デジタル・リテラシー
である。
　あらゆるメディア・メッセージは構成されたも
のである。これはメディア・リテラシーのコア・
コンセプトにおける第一の原理である（Thoman 
and Jolls 2008:23）。その原理を学ぶためには、
学習者自身がメッセージを伝えるために編集する
という経験が必要となる。もちろん文字媒体でも
同じことがいえる。これまで行われてきた文集や
学級新聞制作などがこれにあたる。ビデオレター
は、目的やテーマを決め、ストーリーボード（絵
コンテ）をつくり、撮影したビデオクリップを編
集するという過程をへて制作される。映像制作だ
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けならば、学校紹介ビデオや学習発表ビデオと似
ているが、送り先（視聴者）が明確であることが
大きな違いである。ビデオレターの交換はコミュ
ニケーションへとつながっていく。そして何より
も、互いの文化の理解の契機となる。ビデオレター
は映像を使ったコミュニケーション手段である
が、他にも手紙や絵、カードの交換も同時に行う
ことができる。本実践でもネパールと福島との交
流の過程で絵入りのカードが送られている。他の
学校間交流でも絵やカードの交換を行っている。
ICT だけではなく、多様なメディア・フォーマッ
トを使い分け、その性格を理解することも必要で
ある。
　さらに相互理解を進めるために使われるメディ
ア・ツールがスカイプなどのテレビ電話会議シス
テムである。ビデオレターとは異なり、リアルタ
イムの交流が可能である。臨場感のあるコミュニ
ケーション方法であるが、十分な準備が必要とな
る。相手が発展途上国の場合はインフラの確認も
必要となる。また、ビデオレターとは異なり、じっ
くりと観察したり、考えたりすることがむずかし
くなる。テレビ電話会議システムはビデオレター
と組み合わせて使うと、ビデオレターの感想や意
見交換ができるため、有効に活用することができ
る。
　海外とのビデオレター交流はビデオテープの時
代からあったが、メディア・リテラシー教育の観
点から取り組まれたことはなく異文化交流の一つ
のツールという扱いであった。そのため、ビデオ
レター交流によって、子どもたちにどんな力を身
につけさせるかという視点は十分ではなかった。
それはこれまで子どもたちにとって映像制作が簡
単ではなかったからである。しかし、タブレット
端末やスマートフォンが急速に普及する現代社会
では、映像はただ受動的に見るものではなく、自
らのメッセージを世界に発信する表現方法として
捉えることができるようになった。映像は感情に
訴える力があり、権力が市民をコントロールする
ために使われるだけではなく、市民が権力に異議
を申し立てたり、世界中の市民と交流したり、新
しい運動を起こすためのメディア様式として用い
ることができるようになった。ソーシャル・メ
ディアの普及はこれらの運動が国境を超えること
を容易にした。これからの学校は、文字の読み書
きと同じように映像の読み書きが必須となる時代
がやってくるだろう。それは新しい時代のリテラ
シーなのである。福島・ネパール間のビデオレター
交流プロジェクトは二国間だけではなく、多国間
の交流をめざしている。子どもたちは映像という
新しい言語を用いて、子どもの時代から互いに理
解し合う道を見つける方法を学ぶ。これこそが、
持続可能な開発の課題の解決の担い手を育てる教
育になるのである。
　国立教育政策研究所は ESD の視点に立った学
習指導で重視する能力・態度の例として、批判的
に考える力、未来像を予測して計画をたてる力、
多面的・総合的に考える力、コミュニケーション
を行う力、他者と協力する態度、つながりを尊重
する態度、進んで参加する態度の 7つをあげてい
る（国立教育政策研究所 2012:9）。ビデオレター
交流実践はこれら 7つの要素をすべて含んだ総合
的な学習である。制作過程ではビデオレターを送
る相手の理解やテーマ、絵コンテの作成が含まれ
る。交流過程ではビデオレター交流実践の全体の
過程を含むが、その中心に位置するのはビデオレ
ターの視聴である。場合によっては、視聴した後
にテレビ電話会議システムを用いたリアルタイム
のコミュニケーションを行う。外国語を使用する
場合は、外国語によるコミュニケーションの過程
を含むことになる。そして視聴や交流をしたあと
の振り返り過程では、次のビデオレター制作に向
けた取り組みが含まれる。ICT 機器を利用する
ため、ICT スキルもこれらすべての過程には含
まれるが、ICT の活用能力を育てることがこの
実践の主目的ではない。
①ビデオレター制作の過程
　学校で制作できる映像にはいろいろな種類があ
る。すでに触れたようにビデオレター以外に学校
教育で取り組まれる映像として、デジタル・ストー
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リーテリングやドキュメンタリーなどがある。か
つて、映像制作は放送局などの映像制作の専門家
が学校と協力して実施されることが多く、教科の
授業で行われることはほとんどなかった。技術は
もちろんのこと、高価で使い方の難しい機材が必
要であった。教職員が行うには荷が重すぎたので
ある。そのため、かつてはメディア・リテラシー
といえば、映像の読み解きが主であった。読み解
きならば、映像を視聴して考えさせることができ
たからである。こうした状況も技術の進歩が大き
く変えた。高校生でさえ、9割以上がスマートフォ
ンを持っている時代である。スマートフォンには
映像制作の機能があり、それを使えば、誰でも簡
単に映像が制作できる。ノートと鉛筆と同じよう
に、映像制作は身近に存在するものとなった。し
かし、技術があれば、誰でも使えるようになるわ
けではない。そこには教育が必要である。現在の
タブレット端末の技術ならば、小学生でも使いこ
なせるようになるが、発展途上国でもその状況は
変わらない。初めて発展途上国の小学校にタブ
レット端末を持ち込んで、映像制作の授業を行っ
た時は、大変不安であったが、教える側の準備
が充分に整っていれば、日本とほとんど違いはな
かった。どこの国の子どもたちもあっという間に
使い方を覚えてしまう。しかしタブレット端末の
使い方を理解しても映像の読み解きと制作ができ
るようになるわけではない。そこはメディア・リ
テラシー教育が必要である。
②メッセージを考える
　映像の読み解きと制作は表裏一体である。文字
の読み書きが表裏一体であることと同じである。
詩や散文のように心のなかから湧き出る思いや印
象を映像にすることができる。そのような場合で
さえ、映像の鑑賞には詩や散文がそうであるよう
に、読み解き方がある。大切なのは「表現の仕方」
の視点であり、メディア・リテラシーの基本は「表
現の仕方」への着目である。文章と同じように、
映像にも文法や文体があり、修辞がある。このよ
うな「映像表現の技術」に注目することで、映像
の読み解きの技術は制作の技術へと転化する。ビ
デオレターはその両方がなければ成り立たない。
そういう意味で、ビデオレターはメディア・リテ
ラシーの基礎であるといえる。お互いの作品がそ
のまま教材となるという利点もある。毎年実践を
積み重ねれば、毎年前の年に作られた作品から多
くのことを学ぶことができる。ビデオレター制作
には高度な技術は必要ないため、映像制作の基礎
的な段階で学ぶのに向いている。 
　ビデオレターは海外の学校に送るものと決まっ
ているわけではない。相手は誰であっても良い。
国内の学校はもちろんのこと、送り先が家族や先
生であっても良いし、10年後の自分でも構わない。
大切なことは、漠然と制作するのではなく、誰に
向けてどんなメッセージを伝えるのか意識するこ
とである。どんな手紙も送り先、読み手がいる。
そしてどんな映像にも想定する視聴者がいる。手
紙もビデオレターもそれは変わらない。
　では、その相手にどのようなメッセージを伝え
たいのか、どのような表現方法を使えば伝えるこ
とができるのか、映像制作で時間をかける必要が
あるのはこのような学習である。白方小学校のビ
デオレター制作でも教師がもっとも苦慮したの
は、どんなメッセージを送るのか子どもたちに考
えさせることであった。単なる学校紹介や学習の
まとめになってしまうと、メッセージが曖昧なビ
デオレターになってしまうからである。ビデオレ
ターの制作は表現力の育成だけが目的ではない。
メディア・リテラシーは、表現のスキルを通して
批判的にメッセージを読み解き、創造的にメッ
セージを伝える力である。そのためにいろいろな
意見を聞き、ディスカッションを行うことが大切
である。
　メッセージを考えることは、メッセージの目的
と深く関係している。何のためにビデオレターを
送るのかという問題は教師が子どもに与えるもの
ではなく、子ども自身が考えなければならない問
題である。白方小学校の実践でも、子どもたちは
班や学級で話しあい、考えを深めていっている。
たった一回のネパール紹介の授業で、ネパールの
54
小学校や子どもたちが抱えている課題を理解する
ことは困難である。つまり唯一の正解を見つける
のではなく、たくさんの疑問を持つことが重要な
のである。わかりたい、知りたいという思いを育
てることが学びの核となる。子どもたちが感じた
疑問は、探究の種となる。その疑問は図書館で解
決できるものもあれば、インターネットで検索し
て調べることができるものもある。例えば、ネパー
ルの人口や地理が知りたいのなら学校図書館を活
用すると良いだろう。しかし、ネパールの子ども
が一番好きな遊びを知りたければ、ビデオレター
を通じて質問すればよい。探究は学びの柱であり、
情報による探究スキルが情報リテラシーである。
学校図書館は読書センター、情報センター、そし
て学習センターとしての機能を持っている。情報
リテラシーは情報センターとしての学校図書館の
活用による探究学習によって育むことができる。
メッセージを考える作業はカードや付箋紙を用い
た KJ 法を活用すると良いだろう。最初に自由に
アイデアを出し合い、それらを整理しながら班ご
とに伝えたいメッセージを決めていくのである。
③絵コンテから撮影へ
　伝えたいメッセージが決まれば、次のステップ
は絵コンテの作成である。絵コンテはビデオレ
ターの構成を絵と文章で説明したもので、設計図
にあたる。ビデオレター全体のイメージをつかむ
ためにも不可欠である。絵コンテがしっかりでき
ていれば、撮影がスムーズになり、制作時間も短
くて済む。絵コンテの作成は一人ではできないた
め、多面的総合的に考える力や批判的に考える力
だけでなく、他者と協力する力が必要になる。さ
らにシーンごとに説明を書いたり、台詞を書いた
りする必要があるため、文章を書く力が必要であ
る。
　絵コンテは左側にシーンを簡単なイラストで表
現し、右側に解説とナレーションを書く。一番右
側におおよそのシーンの時間を書き、全体の長さ
との関係を調整する。班ごとに一つの作品を作る
場合は、班で話し合いながら作成する。絵コンテ
ができれば中間発表会をすると良い。班で考え
たことをクラス全体で話し合うことで他者の意見
に耳を傾ける態度が身につく。こうしてビデオレ
ターの絵コンテが完成する。
　絵コンテができあがれば、撮影である。撮影の
前にフレームサイズを学ぶ必要がある。小学生な
らばフルショット、バストショット、クローズアッ
プの 3種類を使いこなすことができれば十分であ
る。そしてそれぞれのフレームサイズの効果を学
習する。特に重要なのはクローズアップである。
クローズアップは視聴者に見せたいものを意識さ
せる力を持っている。子どもにフレームサイズを
教えないで撮影させると、フルショットの映像ば
かりになる。人の顔を画面いっぱいにいれるとク
ローズアップになる。二人一組になり、お互いの
フルショットや顔のクローズアップを撮影しあう
ことで、メッセージにおけるクローズアップの効
果を理解することができる。
　さらに、撮影後に編集することを考えながら、
撮影するときは横向きにすること、手ブレしない
ように脇をしめてカメラを固定すること、ワン
ショット 5～ 10秒程度にすることを教える。ワ
ンショットが長いと編集が困難になるからであ
る。また、広い場所を撮影したいときはカメラを
左からゆっくりと右に動かしながら撮影する「パ
ン」と呼ばれるカメラワークを教えると良いだろ
う。また、焦点の合わせ方や露出の調整といった
カメラの基本操作も教える必要がある。必要に応
じて三脚を使うこともある。
　録音も重要である。タブレット端末に内蔵され
ているマイクを使うと周りの音が入ってしまい、
声がうまく録音できないことがある。そのため外
部マイクを用意しておくと良いだろう。外に出て
取材をする場合は、あらかじめインタビュー取材
の仕方を教えておく必要がある。場合によっては
カメラ係やインタビュー係、マイク係などの分担
も必要だろう。また、肖像権や著作権についての
学習も必要になる。 
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④編集
　撮影が終われば編集である。タブレット端末に
はあらかじめ動画編集アプリをインストールして
おく。すでにインストールされている場合はそれ
を使う。これまで筆者が小学校で教えた経験から、
4年生以上ならば十分に自分たちで編集すること
ができる。絵コンテにそって編集していき、必要
に応じてナレーションや音楽の録音、そしてタイ
トルや字幕を入れていく。BGM はすでに用意さ
れているものを使うこともできるが、同じ BGM
を使い回すと同じような印象の作品になってしま
う。BGM は映像の印象に大きな役割をはたすか
らである。また、BGM には著作権があることも
教える必要がある。好きな音楽を自由に使えるわ
けではないことを理解させる。白方小学校では、
子どもたちが自分で BGM を作曲演奏をすること
があった。
　編集が終われば一つの動画ファイルとして出力
し、法政大学情報メディア教育研究センターが運
営する動画共有サイト OATube にアップロード
する。この作業は教師が行う必要がある。メディ
ア・リテラシーの基本原理の一つが「メディアは
構成されたものである」であることはすでに触れ
たが、その原理は実際に編集という過程を経験
し、それを振り返ることによって、具体的に理解
することができる。撮影時のクローズアップと同
様な効果は、編集時ではトリミングで得ることが
できる。必要な映像だけを選んで他のものを捨て
たり、必要な部分だけを切り取ったりする作業の
自覚化はメディア・リテラシーの基本原理に関
わっている。重要なことは、レン・マスターマン
が指摘する「技術主義の罠」に陥らないことであ
る（Masterman, 1985:26.）。つまり、撮影や編集
といった作業が高度に専門的なものだと考えるこ
とによって、単なる商業ビデオのモノマネに陥っ
てしまう可能性である。「新聞づくり」が新聞社
だけのものではないように、映像制作ももはやテ
レビ局や映画会社だけのものではない。失敗を恐
れない自由な試行錯誤のプロセスが大切なのであ
る。
⑤上映
　作品が完成したら、上映会を行うとよい。教室
でできあがったものをそのまま上映しても良いだ
ろう。タブレット端末をプロジェクターや大画面
テレビに接続すればすぐに上映できる。保護者を
招いて一緒に見ることもできる。白方小学校では
下級生に一緒に見てもらい、感想や評価を話して
もらう機会を設けている。上映会による振り返り
はとても重要である。メッセージの伝わる作品に
できあがっているか、みんなで考えながら視聴す
るとよい。映像作品の制作を目的にするのならば、
発表会をすれば終わりだが、ビデオレターの場合
は、まだ続きがある。でき上がったビデオレター
を交流相手に送るのである。 
　相手が発展途上国の場合は簡単ではない。白方
小学校の交流相手はインターネットどころか、電
気の供給もままならないネパールの山岳地帯の小
学校である。このようなケースでは、コーディ
ネーターが不可欠となる。福島・ネパール交流実
践では、その役割を「福島 ESD コンソーシアム」
が果たしている。また、このような取り組みをす
る場合は、現地の事情に詳しい NPO や現地のユ
ネスコ事務所の協力も必要である。白方小学校と
チャンディカデビ小学校の場合は、NPO 法人国
際学校建設支援協会やユネスコ・カトマンズ事務
所、ネパールのジャーナリスト組織の協力を得て
いる。 
　交流相手校のビデオレターが届けばそれを視聴
することになる。しかしいきなり見せるのではな
く、まず自分たちが作ったビデオレターのメッ
セージを思い出させながら見る視点を班ごとに話
し合わせることが必要である。そして一度目の視
聴で気がついたことやビデオレターのメッセージ
について再び話し合う。するといろんな視点から
の発見が出てくる。二度目の視聴でそれを確認す
ると、一度目には見えなかったものが見えてくる。
そして、新たな疑問をまとめていき、次のビデオ
レター制作につなげるのである。白方小学校では、
遊びについて紹介した班はネパールの子どもの遊
びをしっかり見ようとした。また、震災について
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制作した班はネパールの学校や家の被災の様子を
見ている。一方で、楽しそうに遊んでいる様子に
心を奪われていた。こうして、話し合いながらビ
デオレターのメッセージはなんだろうかと考えて
いったのである。
　ネパールからのビデオレターを見た子どもたち
は、このようにしてネパールの子どもたちも自分
たちと同じだという印象を持つに至っている。子
どもたちは違いを見つけるのではなく、自分たち
と同じものを見つけようとする。それはこれまで
のビデオレターの実践で何度も経験してきたこと
である。なぜ子どもたちは相手に同じものを探そ
うとするのだろうか。人間は本質的に同じである
ことを確認しあうようにできているのかもしれな
い。子どものころに異文化間交流を経験すること
は、さまざまなスキルを身につけるだけではなく、
人間として大切なものを自分の力で見つける力を
得ることにつながるだろう。このように、ビデオ
レターは異文化交流の方法として優れているだけ
でなく、ふるさとをそだて、世界につなぐ ESD
の方法としても優れているといえる。
4.	 福島・ネパール交流実践の経緯
  須賀川市立白方小学校とネパールの小学校との
交流が始まったのは 2015年のことである。この
年の交流の様子をまとめておきたい。白方小学校
にユネスコ国内委員会・文科省の助成金によって
購入した真新しいタブレット端末が 10台やって
きたのは同年 7月半ばのことであった。子どもた
ちはタブレット端末で映像を撮影する方法を覚
え、いろいろな授業で使うことになった。二学期
になると、学校紹介ビデオを作り、10月 24日の
祖父母参観日に上映することになった。子どもた
ちはタブレット端末を持ち、学校生活の様子を取
材し、一つの作品に仕上げた。学校紹介ビデオ制
作を通して、子どもたちは見事に映像制作をマス
ターしたのである。そして、同年 11月からネパー
ルのチャンディカデビ小学校との間でビデオレ
ター交換の実践が始まった。この年の 4月 25日、
ネパールで大地震が起き、多くの人が亡くなった。
今なお、多くの人がテントや仮設住宅で生活をし
ている。東日本大震災を経験した福島の子どもた
ちがネパールの大震災を経験した同年代の子ども
たちへビデオレターを送ることにしたのである。
　同年 11月 26日、国際学校建設支援協会の石原
ゆり奈氏と武村佳奈氏が白方小学校 6年生の子ど
もたちにネパールのチャンディカデビ小学校を紹
介した。子どもたちにとって、ネパールはとても
遠い国である。4月に起こった大地震はニュース
で知っていても、同じ年代の子どもたちがどんな
生活をしているのか、まったく知らなかった。こ
の授業で初めてネパールの山奥にある小学校の様
子を知ることになったのである。そして、子ども
たちは遠い国から送られてきた同じ年代の子ども
たちの絵を見た。それはたくさんの花の絵であっ
た。
　白方小学校の子どもたちは、学校生活や遊び、
給食、掃除の様子や東日本大震災の体験を映像に
まとめ、一本のビデオレターにした。年が明けた
1月 19日、筆者は白方小学校の子どもたちが作っ
たビデオレターをチャンディカデビ小学校に持っ
て行って見せることにしたのである。チャンディ
カデビ小学校のあるチャンディカデビ村はカトマ
ンズから車で 5時間の山道を登らなくてはならな
かった。ようやくチャンディカデビ小学校に着く
と、子どもたちが校庭に集まり、筆者らを歓迎し
てくれたのであった。この学校には電気はあるが、
しばしば停電するという。筆者は電気が使えない
ことを予想し、プロジェクター用のバッテリーを
用意した。
　チャンディカデビ小学校は、地震によってそれ
まで使っていた校舎が壊れて使えなくなってい
た。2016年に訪れた時は、学校といっても、ト
タン屋根と竹とムシロで作った簡易校舎やトタン
で作った教員室と教室のある小さな校舎があるだ
けであった。そこに小学校 1年から 5年生までお
よそ 100人の子どもたちが勉強をしていた。校舎
が足りない時は外で勉強する。まず、学校を立て
直すことが最優先なのに、ビデオレターをやりと
りする教育が本当に必要だろうか、そんなことを
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するお金があれば、少しでも早く学校を建設する
方がいいのではないか、そんな思いが頭をよぎっ
た。しかし実際にビデオレターを上映すると、そ
んな不安は不要であった。
　小さなトタンの教室は子どもたちと先生でいっ
ぱいになった。上映が始まると誰もが声を潜め、
食い入るようにビデオレターを見た。日本人なら
誰でも知っている小学校の日常生活も彼らにとっ
ては初めて見る光景であった。日本の子どもたち
が遊ぶ様子を見て、同じ遊びがあるときはうれし
そうに指をさして声を上げる。しかし、彼らにも
分からない場面があった。例えば、ペットボトル
のキャップを集める様子は、ネパールの子どもた
ちには何をやっているのか見当がつかない。
　翌日、ネパールの子どもたちのためにタブレッ
ト端末を 3台用意し、基本的な撮影の仕方を教え
た。本来は絵コンテを作ってから撮影するのだが、
残念ながら時間がなかったため、撮影と編集だけ
を実施した。子どもたちには何を撮影してもよい
と伝え、日本の子どもたちに一番伝えたいことを
みんなで相談して決めさせた。子どもたちは話し
合いを始めた。彼らが一番伝えたいことは地震で
壊れた学校や家の様子であった。テーマが決まる
と子どもたちはすぐにタブレット端末を持って学
校を飛び出していった。子どもたちはさらに村の
生活の様子や自分たちの遊びの様子を撮影した。
また、別の班は、日本の子どもたちがビデオレター
で紹介した「松ぼっくり」に絵の具で色を付ける
様子とまったく同じことをやって撮影したのであ
る。
　最終日は映像の編集であった。撮影した映像を
みんなで見て、3つの班ごとに撮影した映像を使っ
て文章でストーリーをつくる。そのストーリー
に合わせて編集を行い、返信のビデオレターを作
成した。時間が足りなかったため、十分な編集が
できなかったが、最後にみんなで作ったビデオレ
ターを見ることになった。子どもたちは高く掲げ
たパソコンの画面を真剣に見たのである。ネパー
ルの子どもたちの作った作品には二つの大きな
メッセージがあった。一つは震災で壊れた学校や
家の様子と震災後の生活の苦労を伝えたいという
思いであり、もう一つは白方小学校の子どもたち
と一緒に遊びたいという思いであった。白方小学
校の子どもたちは彼らの作ったビデオレターから
こうしたメッセージを読み解いた。そしてその活
動は次の学年へとつながっていった。
　2016年度の交流はアメリカの小学校との交流
が中心となった。シカゴにあるナマステ・チャー
タースクールである。白方小学校の子どもたちに
とってアメリカとは歌手や映画俳優そしてハン
バーガーやフライドチキンといった食べ物のイ
メージであった。ありのままの同年代のアメリカ
の小学生とのビデオレターによる交流はこうし
たステレオタイプなイメージを変えることになっ
た。一連のビデオレターの交流は英語が使われた。
アメリカから届いたビデオレターを理解したいと
いう子どもたちの思いから、中学校の英語教師と
ALT を招いた特別授業を実現させたのである。
アメリカからのビデオレターは英語を理解したい
という子どもたちの学習意欲をもたらした。この
経験は、2020年度から正式な教科として必修化
される小学校英語の新しい可能性を示唆すること
となった。
　2019年 3月 2日に福島大学で第 8回復興教育シ
ンポジウムが開かれた。シンポジストの一人とし
て元白方小学校（現福島大学付属小学校）教諭の
福本拓人教諭が 2017年度のネパールとのビデオ
レター交流実践を報告した。その中で筆者も知ら
なかった興味深い経験を紹介している。6年生が
作ったビデオレターを 11月に開催された ESD 研
究発表会の公開授業で参加した他校の教職員に公
開したものの、ビデオレターのメッセージがうま
く伝わらなかったため、子どもたちは大変落ち込
んでしまったのだという。しかし、その後再び子
どもたちはこれまで作ったビデオレターを作り直
そうと話し合い、完成させることができたという。
こうした経験は、ビデオレターが単なる学習のま
とめではなく、他者に向けたメッセージであるこ
と、そしてそれはすでに述べたように、試行錯誤
を重ねながら、メッセージを届けるためのスキル
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を身につけるべきものであることを示している。
　さらに福本は、ビデオレターを送ったことで、
子どもたちに世界に向けた視点が出てきたことや
子どもたちが白方地区を自慢に思うようになった
こと、さらにはお米を大切にしようと思ったこと
を指摘している。そしてそのことに自分が気づい
たことが素敵なことだったという。つまりビデオ
レターの制作は、自分自身を振り返ることにつな
がることに気がついたのである。このことは、ま
さに自分自身への振り返りというメディア・リテ
ラシーの基本を意味しているといえる。
5.	 ビデオ共有サイトの導入
　2017年度、法政大学情報メディア教育研究セ
ンターが開発した動画共有サイト OATube の活
用について検討を始めた。当初は e ポートフォリ
オ・サーバー（Mahara）を学校間交流に活用す
る予定であったが、Mahara では映像による交流
ができないため、OATube を活用することとし
たのである。OATube は、本来は大学の授業用
に開発されたものであるが、大学が管理する動画
共有サイトは安全性という点で、学校間交流への
活用に適している。2017年度は、白方小学校と
ネパールのチャンディカデビ小学校およびマハン
カル小学校との交流を実施したが、OATube の
本格的な活用までには至っていなかった。
　一方で、2020年度より小学校 5・6年で英語が
教科となる。これまでの経験から、ビデオレター
による交流は、英語学習の動機付けとなることが
わかっていた。相手側がネイティブである必要は
なく、むしろお互いに片言の英語しか話せない初
学者同士であることがメリットになる場合もあ
る。必要最低限の英語と映像による表現によっ
て、お互いにメッセージを伝えようとするからで
ある。こうして、2018年度より科研費を得て「ビ
デオレターを活用した異文化理解・交流のための
外国語教育の実践研究」を開始することになった
のである。
　2018年度になると、同センターに「OATube
によるビデオレターを用いた異文化間交流支援」
プロジェクトを提案し、受理された。このプロジェ
クトは福島県須賀川市立白方小学校、只見町立朝
日小学校、いわき市立四倉小学校、法政第二中高、
法政国際高校、岩倉高校、埼玉県立伊奈学園総合
高校、中国大連市立第 16中等学校、ネパールの
チャンディカデビ小学校、ガニシュ・バラティ小
中学校、マハンカル小学校、ハワイ・ルーズベル
ト高校、インドネシア・ネゲリ第 31小学校、大
連外語大学、カンボジア・メコン大学などの小学
校から大学までの学校間交流を OATube を用い
て実施するものである。
　ただし、一度にこれらの学校間の交流を実施す
ることはできないため、まず、小学校のレベルで
はビデオレター制作に力を入れている白方小学校
と四倉小学校が参加することとなった。同時に、
ネパールの各小学校が参加することになるが、こ
れらの学校にはインターネット環境がなく、映
像を制作するための機材もないため、現地に赴い
て日本の子どもたちのビデオレターを上映し、返
信を制作させる必要があった。また、四倉小学校
とインドネシア・アチェのネゲリ第 31小学校と
の交流は、NPO 法人地球対話ラボが行っており、
同校からのビデオレターも同 NPO が制作の支援
を行った。
　中等学校のレベルでは、岩倉高校とハワイの
ルーズベルト高校のビデオレターの交流を始めて
いる。同様に中国大連市の第 16中学校も参加す
る予定である。大学レベルでは、現在は大連外語
大学と法政大学との交流に用いているが、この他
にカンボジア・メコン大学が参加することになる。
ビデオレター交流に関連して、筆者が学校訪問し
た日程は以下の通りである。なお、四倉小学校と
インドネシアのネゲリ第 31小学校との交流やハ
ワイ・ルーズベルト高校での活動など、筆者が直
接関わっていない活動は含まれていない。
2018年
　6月 12日 埼玉県立伊奈学園総合高校（ビデ
オレター制作）
　6月 22日・27日　大連市立第 16中等学校（ビ
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デオレター制作）
　6月 25日～ 27日　大連外語大学（ビデオレター
制作）
　7月 12日 須賀川市立白方小学校
　8月 3日 只見町立朝日小学校
　9月 14日 いわき市立四倉小学校（ビデオレ
ター制作）
　11月 16日 須賀川市立白方小学校（ビデオレ
ター制作）
　12月 18日 須賀川市立白方小学校（ビデオレ
ター制作）
2019年
　1月 21日 ネパール・チャンディカデビ小学
校（ビデオレター鑑賞・制作）
　1月 23日・24日　ネパール・ガニシュ・バラティ
小中学校（ビデオレター鑑賞・制作）
　1月 25日 ネパール・マハンカル小学校
　2月 19日 須賀川市立白方小学校（ビデオレ
ター鑑賞）
　白方小学校については、2018年度から 6年生
の担任が福本拓人教諭から鹿又悟教諭にかわり、
ビデオレター交流実践は新たなスタートを切るこ
とになった。白方小学校におけるビデオレター制
作は 10月から始まり、11月 16日の ESD 研究会
でビデオレター制作の様子をユネスコ・スクール
や須賀川市の教育関係者に公開した。このとき公
開されたビデオレターはお米の学習をまとめたも
のであった。参加者からネパールの子どもたちへ
のメッセージ性が不十分だという指摘がなされた
ため、新たな映像を追加することになった。新た
に追加された映像は鼓笛隊の映像と英語による挨
拶、そしてカッパ巻きをみんなで作る授業の様子
である。カッパ巻きづくりは英語教育を専門とす
る坂本ひとみの指導により、12月 18日に行われ
た。授業の様子は筆者が撮影し、子どもたちが作っ
たビデオレターとともにネパールに持っていくこ
とになったのである。
　ネパールではカトマンズから約5時間、北に向け
て未舗装の山道を登ったところにあるチャンディ
カデビ小学校とカトマンズから 1時間ほど東に向
かったところにあるガニッシュ・バラティ小中学
校に行くことができた。昨年、ビデオレター制作
を行ったマハンカル小学校は、冬季休暇中のため
授業を実施することができなかった。外国語教育
の視点から、新たに質問紙を用意し、白方小学校
およびネパールの学校でアンケート調査を実施す
ることになった。これについてはⅡで検討する。
6.	 今後の課題
　これまでの経験から、ビデオレター交流実践、
とりわけネパールでの授業実践成果の検証には多
くの課題がある。例えば、長期間滞在することが
できない、言葉の問題によるアンケートや記録の
とりにくさが障壁となっている。特に少人数で実
践を行う場合は、実践者自身が記録者を兼ねる必
要がある。こうしたことから、質問紙法以外にも
実践記録は映像として録画し、それを帰国後に検
証する方法が考えられる。
　教育実践を検証するためには、学校そのものの
社会的背景も重要な観点である。例えば、交流を
行っているネパールの 3つの小学校の地域性には
大きな違いがあり、教育実践がそれらの地域にど
のような影響を及ぼすのかといった視点は今後の
研究に欠かせない。すでに今回のガニシュ・バ
ラティ小中学校では、白方小学校からのビデオレ
ターを見た校長から地域学習の必要性を感じたと
いう感想を得ており、ビデオレター交流がネパー
ルの教育に影響を与える可能性を示唆している。
ビデオレター交流実践は「世界寺子屋運動」のよ
うな支援型の活動とは異なり、効果は双方向的で
あり、実践評価も双方向的な視点が求められる。
　 ま た、 ビ デ オ レ タ ー の 交 流 の 場 と し て
OATube の活用を始めたが、利用している学校
は限られていること、参加しているネパールの学
校はインターネットを自由に使える環境ではない
こともあり、十分に活用しているとは言えない状
況である。OATube のシステムが英語に対応し
ていないという技術的な問題もある。法政大学情
報メディア教育研究センターと連携しつつ、利用
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者へのサポートを強化する必要がある。一方で、
OATube によって白方小学校と四倉小学校との
交流が始まったことは OATube が可能にした新
たな成果であった。
　3つめに、外国語教育としてのビデオレター
交流実践の位置付けである。この点については
Ⅱでも触れるが、CLIL（クリル）と呼ばれる
内容言語統合型学習（Content and Language 
Integrated Learning）理論とリテラシー理論と
してのメディア情報リテラシーとの融合とその検
証は、今後の研究にとってももっとも価値あるも
のになると考えられる。
II.	 小学校「外国語活動」の効果を測る
質問紙の開発
1.	 課題の設定
　2008年告示の学習指導要領において、小学校 5
年生、6年生を対象に「外国語活動」が必修化さ
れた。「外国語を通じて、言語や文化について体
験的に理解を深め、積極的にコミュニケーション
を図ろうとする態度の育成を図り、外国語の音声
や基本的な表現に慣れ親しませながら、コミュニ
ケーション能力の素地を養う」ことが目標とされ、
「外国語を用いて積極的にコミュニケーションを
図ることができる」こと、「日本と外国の言語や
文化について、体験的に理解を深めることができ
る」ことが目指されたのである。そして、そのた
めの具体的な活動内容として、「日本と外国との
生活、習慣、行事などの違いを知り、多様なもの
の見方や考え方があることに気付くこと」、「異な
る文化をもつ人々との交流等を体験し、文化等に
対する理解を深めること」などがあげられている。
また、活動では英語を取り扱うことが原則とされ、
体験的な理解が推奨されている（2008年告示小
学校学習指導要領）3。
　ここで注目するべきは、他の教科に見られるよ
うな知識および技能の習得や、思考力、判断力の
育成とは異なり、外国語活動がコミュニケーショ
ン能力の素地を養うものと位置付けられているこ
とである。コミュニケーション能力のような対人
関係能力は、「学力」のような近代型能力に対して、
「ポスト近代型能力」に相当すると考えられる（本
田 2005）。この「ポスト近代型能力」すなわち「意
欲や個性などの全人格的な部分を含む柔軟な『能
力』ないし『スキル』が、多元化・個人化した現
代社会を選択的に生き抜く上で、また多元的な『社
会的地位』の各側面に関して相対的に『有利な』
位置を獲得する上で、必要になっている（本田前
掲：158-159）」という指摘があるとき、それらが
いかにして形成されているのかを検証することは
重要な課題である。4
　白方小学校での「外国語活動」の実践では、
CLIL による外国語学習、iPad を活用した映像制
作、国内外の他の学校とのビデオレターの交換な
ど、学習意欲を高める新しい教育活動の開発が活
発に行われている。これらの活動の効果を測ると
いう課題について、「小学校高学年の外国語活動
がどう行われているのか」「どのような外国語活
動の効果があるか」という実践の把握にとどまら
ず、学校や児童とその家族のおかれた社会的文
脈とそれによって築かれてきた学校文化のありよ
う、教師と児童の関係性や友人ネットワークの構
造などにみる教室の文化を踏まえ、「児童のコミュ
ニケーション能力のような新しい能力の形成がど
のように行われているのか」の検証も視野にいれ
ることが必要である。
2.	 質問紙作成
　英語教育の領域では、コミュニケーションの
素地について、心的側面からアプローチする研
究が一定の発展を見せている。物井（2015）の
整理に依拠すると、第二言語使用時の WTC
（Willingness to Communicate）研究群において
は、社会的状況と個人的要因からなる 12の要素
が第二言語使用に影響を与えることが共通理解と
なっている。また、コミュニケーションへの意欲
を測定する児童用 WTC 質問紙項目が開発されて
いる。しかし、項目数が 77項目と、授業のなか
で実施するには多すぎることと、質問意図が伝わ
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る適切なワーディングという点で問題があり、小
学校での実施には適さない。小学生が授業時間
内に回答可能な分量で適切なワーディングを用い
た、新しい質問紙が必要である。
　次に物井（前掲）が紹介するのは日本における
英語学習者の学習意欲につながる要素を測定しよ
うとする研究群である。中心となる概念は「国際
的志向性」（日本において「英語」が象徴する「漠
然とした国際性」つまり国際的な仕事への興味、
日本以外の世界との関わりをもとうとする態度、
異文化や外国人への態度などを包括的に捉えよう
とした概念）であり、それを測る尺度が開発され
ているが、高校生や大学生の研究が中心となり、
小学生を対象とした研究は少ない。
　その少ない研究の知見から指摘されているの
は、高校生や大学生が外国への興味が教室内で
の学習意欲を高めるのに対し、小学生の場合、教
室内での学習意欲の高まりが外国への興味につな
がっていることである。つまり、成功した授業・
充実した学習を経験することが、小学生にとって
外国語学習のきっかけになりうるのである。ここ
から、外国語活動の授業実践を計画・指導案・事
後評価などの一連の手続きによって教室内で丁寧
にとらえ、授業としての「よさ」を測ることの重
要性が示唆される。
　また、小学生の場合、外国語活動において性格
傾向が他の教科よりも反映される場面が頻繁であ
ることも指摘されている（物井前掲）。とくに外
向性が重要であるという指摘は、従来の学力形成
が性格傾向とは一定程度切り離して論じられてき
たのとは異なる新しい傾向といえる。こういった
指摘は「学校や教室内で活発にふるまうのは誰か」
という新たな観察の視点を提供し、同時に家族の
おかれた社会的文脈と子どもの性格傾向との関係
性へと考えを巡らせることの重要性を示唆する。
　こういった意図を踏まえて作成されたのが資料
A にある質問紙である。主に、Nishida ら（2009）
の児童用 WTC 質問紙項目および分析結果を踏ま
え、国際的志向性に関する項目を抜き出したもの
で、これに対する反応が活動の前と後でどのよう
に変わるかを測定することにした。また、事前版
のみ、学力形成や学校適応に関する先行研究の知
見をふまえ、学校適応に関する先行研究学校適応
や人間関係に関わる質問項目、教科観、学力に関
するパフォーマンスや将来に対する自己評価に関
わる質問項目を加えた。
3.	 ネパールの場合
　国際比較研究では、できるだけ同じ質問紙を使
うことが望ましいが、ネパールでは同じ質問紙を
使うことは、いくつかの理由によって難しい。
　ネパールの学校教育は、基礎教育 8年（1-8年）
と中等教育 4年（9-12年）に分かれ、基礎教育
が無償義務教育とされている（外務省「諸外国・
地域の学校事情」）（表 1）。近年の教育改革で就
学率は向上してきているものの、2011年に行わ
れた調査 Research into School Eﬀectiveness, 
commissioned by European Union Nepal, 
November 2011によると、次のような状況で
あった（独立行政法人国際協力機構人間開発部
2012）。
表１　ネパールと日本の学校制度の違い
年齢 学年 ネパール 日本 学年 年齢
16 12
中等教育
高校
3 16
15 11 2 15
14 10 1 14
13 9
中学校
3 13
12 8
基礎教育
2 12
11 7 1 11
10 6
小学校
6 10
9 5 5 9
8 4 4 8
7 3 3 7
6 2 2 6
5 1 1 5
4
就学前教育
4
3 3
出典：外務省（2017）「諸外国・地域の学校事情」
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（1） 2年生のおよそ 30％が文字を正しく認識
し読むことができない。62％の生徒たち
が単語を正しく認識し読むことができな
い。80％の生徒たちが段落ごとの文章を
読むことができない（いずれもネパール
語について）。また、およそ 14％の生徒
たちが一桁の数字を正しく認識できない。
およそ 68％の生徒たちが二桁の数字を正
しく認識し読むことができない。
（2） 4年生のおよそ 10％以上の生徒たちが文
字を正しく読むことができない。およそ
15％の生徒たちが単語を正しく読むこと
ができない。およそ 70％以上の生徒たち
が簡単な物語を読むことができない。ま
た、およそ 29％の生徒たちが二桁の数字
を正しく認識し読むことができない。お
よそ 90％の生徒たちが二桁の引き算や割
り算ができない。
　独立行政法人国際協力機構人間開発部（前掲）
によれば、教師の遅刻や欠勤が多く授業が成立し
ないことがあったり、暗記や詰め込み型の教育が
行われていたりするなど、教師の質が悪いことが
このような状況の原因の 1つにあげられる。また、
カリキュラム（表 2）には「ローカルサブジェクト」
や「創造的美術」などの時間が定められているが、
実際には英語の授業にあてられているという。
　このような情報を得てから日本の小学校とのビ
デオレターの交換という活動を評価するなら、学
校や教師にとっては、暗記や詰め込みではない、
創造性を発揮する新しいタイプの授業を実践する
ことであり、児童・生徒にとっては新しいタイプ
の授業を経験するチャンスであり、ふだん見るこ
とができない「外国」を経験するチャンスでもあ
る。とくに地方郡部、山岳地帯の貧しい地域の学
校にとって、この活動の意義は大きい。
　以上のような学力水準の違い、授業密度の違い、
活動に対して期待することの違いなどを踏まえ、
ネパールでは授業そのものをどう経験したのか、
子どもたちが「外国」をどう受け止めたのかとい
う観点で評価を行うための質問紙が必要である。
そこで、坂本ら（2016）が CLIL の授業実践の
評価のために使用している質問紙を英訳し、用い
ることにした（資料 B）。
4.	 実査と今後の課題
　現在、分析を進めているところであるが、実査
を通して、いくつかの課題が見つかった。日本の
場合、小学校の短い活動のなかで実施する質問紙
として適切な分量であるものの、どのような雰囲
気で回答させるかが、回答の正確さ（回答の抜け
の無さ）に影響することがわかった。
表２　ネパールの義務教育課程のカリキュラム（時間数 /週）
１～３年 ４～５年 ６～８年
ネパール語 8 ネパール語 8 ネパール語 5
英語 5 英語 5 英語 6
算数 6 算数 6 算数 6
社会及び創造的美術 6 社会 5 社会 5
母国語、科学、健康と体育 5 想像的美術 3 科学 5
ローカルサブジェクト 4 科学と環境 4 健康と体育 3
計 34 健康と体育 4 サンスクリット 3
ローカルサブジェクト / 母国語 4 人口と環境 3
計 39 美術と職業前教育 3
計 39
出典：独立行政法人国際協力機構人間開発部（2012）
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　一方ネパールでは、自由記述欄のある質問紙を
用いたが、学校文化として「自由に記述する」と
いうことがそもそも難しい可能性が示唆された。
回答している場に立ち会ったが、選択肢はスムー
ズに回答できたものの、自由記述にはとても時間
がかかっていた。また、質問紙の英語もほとんど
理解できていないため、教師や調査者側で 1つ 1
つネパール語に翻訳する必要もあった。
　今年度の調査をパイロットサーベイとして位置
づけ、調査の方法と目的をもっと絞り込んだ質問
紙の開発が必要である。また、調査に協力してい
ただいた学校と教師、児童生徒のそれぞれに、ど
のように調査結果をフィードバックするのかにつ
いては、今後方法を検討する必要がある。
III.	 ESD と水の循環
	 ～福島県の事例に即して～
1.	 ESD と 3つの持続性～「人間の持続性」
「社会の持続性」「地球の持続性」～
①ESDと “地球 ･自然の持続性、社会の持続性 ”
　ESD（Educa t i on  f o r  Sus t a i nab l e 
Development: 持続可能性のための教育）におけ
る「持続可能性」とは何の持続可能性なのか？　
この問いに対する通常の答えは、“ 地球 ･ 自然の
持続性、社会の持続性 ” というものである。そし
て、それがどうして重要なのか？　という問いに
ついては、「生物多様性」「生態系」の維持 ･ 回復
や「地球温暖化」の阻止、「社会格差の是正」「social 
inclusion」という答えが通例である。
　そして、なぜそれが人間にとって重要なのか？
という問いに対しては、答えが曖昧であることも
少なくない。「人間が生態系、気候系に依存して
いるから」「格差は社会的不正義だから」「社会が
不安定になると困るから」などという答えを聞く
が、そこには重要な要素が落ちている。それは、「人
間そのものの持続性」という要素である。
　地球と社会の接続性という答えだけでは、「人
間にとって、一番重要なものは人間であり、私に
とって一番重要なものは私である」、という単純
な命題が無私されている。そして、それは何故な
のだろうか？人間が大事だとか、私が大事だとか
言ったら『自然保護』『環境保全』が穢れる」と
いう意識が働いているのだろうか ?　それとも、
「それとこれとは別のもの」という「思い」があ
るのだろうか ?　しかし、その結果、地球の持続
性や生態系の持続性を言う人たちは「生活にゆ
とりのある人々」「学歴の高い人々」「教養のある
人々」という印象を与えてはいないだろうか ?　
日々の暮らしに必死の人々は「地球とか生態系と
か言っていられない」情況になってはいないだろ
うか ?「ESD は他人事」と響いている、というこ
とはないだろうか ?
　人間は、地球の自然に対して多大な負荷をかけ
てきた、ということは事実である。「人間以外の
生命に対して申し訳ない」「自然の権利を認める
べきである」、という考えも是認できる。「格差社
会は他人の不幸の上に成り立っている」「一人ひ
とりが幸せになれるように、格差社会は是正され
るべきである」という考え方ももちろん、その通
りである。
　しかし、これらの考え方だけだと、全ての人が
全力を挙げて ESD を実現しようというようには
ならないのではないか ?
②ESDと「人間の持続性」の位置づけ
　ESD から人間が脱落しているという、その理
由は、積極的に評価しておそらく全ての人が望ん
でいる日常感覚が共有されていないところにある
のではないだろうか ?　それは、「私が幸福にな
りたい」「他の人と共に幸福になりたい」「植物や
動物や青い海や山々、白い雲と共に幸せになりた
い」「健康で長生きをしたい」「自分の能力を活か
して他の人の役に立ちたい」ということである。
　身体的な健康＝長生き。精神的な健康＝親子、
家族、友達、植物や動物、山や森、海や川との能動
的なかかわりと多面的な表現活動による、自己確認。
身近なところからグローバル社会までの社会的な
貢献をしているという誇り。そして自分自身が先
祖 ･ 先輩たちの歴史を引き継ぎ、次の世代にバト
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ンタッチをしているという安定感等々である。
　このような、個人や家族 ･ 友人たち ･ 先輩後輩
たちとの良好な相互理解や協力関係、人類の持続
性をふくむ「人間の持続性」の見通しとそのため
の日々の実践 ･ 取り組み。これらがあって、「社
会の持続性」や「地球の持続性」というもののた
めの取り組みも、本気で実践できるのではないだ
ろうか。
2.	 「じんもん」「てんもん」「すいもん」
	 ～ ESD の 3相をつなぐ水～
①生命体と細胞と水
　この 3つの持続性をつなぐもののひとつが「水」
である。
　人間と自然との共生というが、これを貫くもの
の 1つは健康な状態の「細胞」と水の持続性であ
る。なぜならば、植物も人間をふくむ動物も「生
命体」といわれるものは、水を不可欠の要素とす
る、細胞から構成されているからである。この細
胞の更新が通常通り行われていれば、個々の生命
体は、いわゆる「天寿を全うする」ことになる。
また、「子孫を残す」「次世代形成」によって種も
持続できる。そして、「癌」等によってこの細胞
の更新が変調が起きるときに、生命体の持続性は
中断されることになる。
②水と「水文・すいもん」がつなぐ「人文・じん
もん」と「天文・てんもん」
　このような、水を不可欠な要素とする生命体と
しての持続性を前提として成り立つ人々の情況、
生き様、その文様（もんよう）は「じんもん・人文」
と呼ばれてきた。そこには、水や土、植物や動物
とのかかわりが含まれるが、それは天の文様とし
ての「てんもん・天文」とも密接にかかわってきた。
漁業、農業、航海も日々の洗濯も、雨や雪、風や嵐、
太陽や月や星などの天の文様を無視しては成り立
たない。
　そして、「てんもん」のかなりの部分は水の循
環とかかわっている。
　地上や海の水が蒸発して雲となり、雨や雪とし
て地上や海に下る。その結果、川や地下水系、湖
沼や泉 ･ 温泉、水田やため池、上水道 ･ 下水道な
どとして人との再接触を行う。
　人間をふくむ動物も植物も、これらの多様な
形態の水のある場所としての「wetlands= 湿地」
や水をふくむ物質を食べることを通して、水を体
内に取り込み、体内で活用し、不要になったもの
を体外に出す。また、多様な形態の水は、産業や
災害、人や社会の文様と密接にかかわってきた。
このような水の循環の文様は「すいもん ･ 水文」
と呼ばれてきた。 
③細胞･水 ･水文を仲立ちとする、「3つの持続性」
のつながり把握
　このように、「持続性」の問題を、細胞の更新
と水の循環という視点から見るとき、地球と社
会と人間という 3つの持続性は別々の事柄ではな
く、互いにつながった 1つの事柄として把握でき
る。そしてこのようなつながりを認識できれば、
自分や身近な人々の幸せと生態系や気候系の持続
性は何れも自分自身の課題として把握されるよう
になる。
3.	 ESD を壊し、ESD の再構築を促してい
る「近代化」「工業革命」
①水 ･湿地の持続的な利活用の歴史
　水に焦点を当てつつ現実の ESD を考える場合
に、「近代化」「工業革命」というファクターを欠
くことができない。なぜならば、水や湿地と人々
とのかかわり、「じんもん」「てんもん」「すいも
ん」の関係性には歴史があり、とくに「近代化・
modernization」によって、その様相が大きく変
わったからである。
　水にも湿地にも、地球の誕生の過程で形成され
たものが今も続いている面がある。例えば、地震
や噴火、津波や河川の氾濫等である。また、温泉
施設や水路など、人間が作ったものも多い。水田
やため池、掘割、養殖池など、農業が始まってか
ら作られた人工湿地も多い。工場の廃水処理施設、
浄水場、下水処理場など工業時代になってから新
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たにできるようになったものもある。だが、近代
化以前には、一部の鉱山廃水処理問題を除くと、
人工湿地が自然に過大な負荷をかけることは少な
かった。人間は、水と湿地の持続的で賢い活用方
法を、生み出してきたからである。
②近代化と水の汚染、水文メカニズムの破壊
　しかし、近代化の中で、「すいもん」＝水の循
環を崩し、それが生態系のバランスを崩す例が、
出てきた。そしてそれは、人間そのものの細胞の
更新と健康、生命体としての持続性に影響を及ぼ
すようになった。日本で言えば、有機水銀をふく
む工場廃水が海や川に直接流されてそれを摂取し
た魚介類を食べた人間に、胎児を含めて、深刻な
被害がでた、水俣病や新潟水俣病である。また、
工場の排気ガスなどによって、水分をふくむ空気
が粉塵や窒素酸化物などを大量に含むことによっ
て呼吸器の障害を引き起こした。四日市等の喘息
などである。
　ここでいう「近代化」とは、a）いわゆる産業
革命（工業革命）を基盤とする b）大量生産 ･ 大
量消費・大量廃棄システム、c）商品経済 ･ 市場
経済社会、d）契約社会（私人間と私人と国家）・
個人＝協同社会、人権社会、e）リテラシー社会
という、一連の仕組みの成立 ･ 展開を指す。この
仕組みの中で、必ずしも細胞の正常な更新に配慮
しない、水の活用方法が生まれ、産業事故等によ
る健康被害としての「公害」が生まれた。この 1
つの要因は、大量生産 ･ 大量消費・大量廃棄、商
品経済・市場経済社会のなかで、利潤追求が過度
に重視される傾向であり、もう 1つの要因は、工
業化によって「人間が自然を支配する」「人間が
自然を作り変えられる」5 という発想を助長した
ことである。
③ESD再構築の契機としての近代化による水文
メカニズム破壊
　人類史と共にあった水文の正常な循環を壊した
近代化は、同時に水文の正常な循環の再構築の契
機ともなった。自然と社会の持続可能性・サステ
イナビリティーを強調する発想や改革が、社会的
な合意事項となってきたのである。それは、日本
では 1960年代後半以後、国連等を舞台とする世
界の動向としては 1970～ 80年代のことである。
そのなかで、1971年に水 ･ 湿地の条約としての
ラムサール条約も成立した。
4.	 津波･原発事故と福島でのESD～会津 ･
檜枝岐村を中心に～
　以上のことを前提として、津波 ･ 原発事故に見
舞われた福島県での ESD の情況を考えてみる。
①人間は自然の一部であって、人間が自然を 100
パーセントコントロールできるという工業万能
の発想は間違いであること
　津波 ･ 原発事故の被害が最も大きかったのは言
うまでもなく「浜通り」地域である。沿岸部はほ
とんどの地域で住宅、工場、商店、公共施設等が
流された。津波が来たのは福島だけではない。宮
城や岩手の方が被害は大きいともいえる。ここか
ら ESD の大前提が得られる。それは、人間は自
然の一部であり、人間が自然を 100パーセント
コントロールすることはできないということであ
る。この点では人間と自然 ･ 水との関係＝「道」
及びそれを踏まえた人の生き方「徳」をキーワー
ドとする書物『老子』が、もっと普及 ･ 研究され
て良いだろう。
②原発事故による深刻な水の汚染が生活と産業を
破壊したこと
　福島第一原子力発電所の事故による水や生態系
の被害は、極めて深刻である。原発立地地域であ
る大熊町や双葉町等では放射能線量が高く、当分
人は住めないだろう。また人は戻りつつあるが、
水等の汚染がひどく、飲料、食料生産には適さな
い地域もある。例えば、浪江町の造り酒屋「鈴木
商店酒造」は「岩城壽」という銘柄の日本酒を作っ
ていたが、蔵が流されただけでなく、蔵の井戸水
が放射能によって汚染されて、浪江の地では再開
できなかった。そして、会津への移転を検討しつ
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つも、結局は隣接する山形県長井市で酒造メー
カーとしての再出発を図った。
　福島県は全国の中でも日本酒作りの盛んなとこ
ろで、その品質も高いが、「浜通りでの蔵の復活
は当分無理だろう」といわれている。
　原発の原理は、ウランやプルトニウムの核分裂
の熱によって水を水蒸気にしてそのエネルギーで
タービンを回して発電をするものと、説明されて
いる。そして「安くて安全で資源のない日本には
なくてはならない発電方法」だと宣伝されてきた。
しかし使用済み核燃料の処理技術が未確立で核廃
棄物は貯まる一方である。そして、一旦事故があっ
たら容易に収束しないことが、改めて実態として
明らかになった。
③「フクシマだから」という風評被害と「ジビエ
料理自粛指示」によって被害が助長されている
こと
　福島県内で、喜多方市は日本酒作りの盛んな市
の 1つである。そして現在のところ各蔵元の井戸
水は汚染されていないとされ、質の良い酒が造ら
れている。大和川酒造もその 1つだが、「ブラジ
ル等には輸出されているが韓国では市民運動が反
対していて輸出できない」と大和川酒造の社長は
言う。風評被害である。浜通りと会津との間には
阿武隈高地と奥羽山脈という 2つの山並みがあっ
て、喜多方の地下水は安全である。それにもかか
わらず「福島県」というだけで輸出ができない。
このような事態は、檜枝岐村の七入り山荘でも聞
く。「それまで毎夏にやっていた千葉県の小学校
の団体イベントが、親の反対によって中止になっ
た」という。また、山に囲まれた尾瀬の入山者数
も群馬県の片品村に比べて、福島県の檜枝岐村側
の落ち込みが激しいという。
　そこには、政府の「方針」も関与していると思
われる。例えば、日光から山越えをして尾瀬に入
り込んできている日本鹿の肉をジビエとして山小
屋等で出すことについて、「福島県ではジビエ料
理を出さないように」という通達が出されている
という。そしてこれが安部晋三首相の意向だと言
われている。尾瀬に入り込んだ鹿がニッコウーキ
スゲ等を食い荒らすので、捕獲するがそれを山小
屋で食材として出すことができず、解体後に、冷
凍庫で一時保管した後、人が担いで尾瀬から出し
ているという。ただし同じ鹿が尾瀬の群馬県サイ
ドで捕獲された場合にはそのような「お達し」は
無いという。「原発事故は収束している」と「真っ
赤なウソ」をついてオリンピックを誘致したこと
が、このような風評被害を助長している。
④ ESDの伝統と新しい胎動と課題
A）ESD の伝統
　日本各地と同様に、福島県でも水を持続可能な
方法で使う伝統がある。例えば先の喜多方市の酒
造りでは、飯豊連峰の雪解け水が地下に浸透した
地下水を、井戸で汲み上げて「仕込み水」として
使ってきた。有名な「喜多方ラーメン」も同じ系
統の水を使って打たれている。喜多方の近くの北
塩原村には、塩分濃度の高い「塩水泉」があり、
温泉として使われる他、海水塩の採れない会津で
「山塩」の生産に使われてきた。
　南会津の檜枝岐村では、尾瀬が原の中を流れる
川で育った岩魚を釣り上げ、「見晴らし」などに
造られた「岩魚小屋」で燻製を作り、近くの町・
会津田島の「祇園祭」の際の料理用に出荷して来
た。そしてこの岩魚小屋が、尾瀬を訪れる人の増
加に伴って「山小屋」へと転用されてきた。その
尾瀬では、「ハイカー」の増加に伴って湿原の踏
み荒らしを防ぐために「木道」が敷設され、また、
尾瀬沼に手漕ぎボートが配置された。
　また、檜枝岐の村では、大正時代に村人がお金
を集めて発電所を作って電気を導入し、第二次世
界大戦後に電源開発公社による地下ダム ･ 地下発
電所に協力して、固定資産税を得て、村の財政を
安定させた。この財源を元に、温泉掘削と温泉水
の全戸への配湯、三ヵ所の共同浴場の開設が行わ
れて、村人の健康と観光産業の資源を強化した。
また、下水道の敷設と全戸での水洗トイレの実現、
10種類のゴミの分別による下水処理汚泥と生ゴ
ミの発酵による有機肥料生産と、浄化水の川への
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還元を行ってきた。そしてこの有機肥料でそばを
生産し、そばを主体として、養殖岩魚や養殖舞茸、
天然のキノコや山椒魚、熊肉や山菜等をアレンジ
した「山人料理（やもうど　りょうり）」を作り
出して、観光産業を育ててきた。そしてこれらの
ことは、村議会や公民館活動、青年団や消防団な
ど、多様な「結（ゆい）」によって、子どもも含め、
村人の間で共有されてきた。
B）新しい SD（持続可能な開発）の胎動
　「3.11」の東日本大地震と津波、福島第一原発
事故の後に、福島県各地で、SD（持続可能な開発）
の新しい胎動が始まった。例えば、喜多方市では、
大和川酒造の 8代目佐藤弥右衛門を中心に、太陽
光や小水力、地熱、風力、波動などの、いわゆる「再
生可能エネルギー」発電を中心とする「会津電力」
が設立された。そしてまず、手始めに太陽光発電
を始めている。同様に、一時期は全村避難となっ
た飯舘村でも「飯舘電力」が創られ、太陽光発電
を始めた。さらに福島市の土湯温泉でも、地熱を
使った「バイナリー発電」と小水力発電が着手さ
れた。
　福島では、エネルギー問題をめぐる「事業」と
しての原発事故で大きな被害 ･ 風評被害を受け
た。それゆえ、エネルギー問題への新しい取り組
みが広がったのは、当然のことであった。
　この新しい取り組みには、基盤があった。喜多
方市の場合、すでに述べた山塩など、会津藩時代
から続く「藩内自給自足」、地産地消等の伝統と
ともに、江戸時代からの蔵の移設保存等による「蔵
の街 ･ 喜多方」の取り組みもあった。つまり、温
泉 ･ 山塩、蔵の街、喜多方ラーメンという 3.11
以前のものに、新しく再生可能エネルギーが加
わったと見る事ができる。
　同様に、会津藩の重要な水甕だった猪苗代湖の
水質改善の取り組みも、野口英世の出身地の猪苗
代町を中心に本格化しつつある。
　土湯温泉の場合には、若手の旅館経営者を中心
とする「土湯温泉若旦那の会」の取り組みの上に
バイナリー地熱発電所、小水力発電所が設置され
た。
　檜枝岐村では、風評被害の下で、「グランツアー
～祖父母と孫の尾瀬ツアー」に、尾瀬散策のみな
らず、岩魚のつかみ取りなどを組み込んだ取り組
みを始めた。
C）ESD の課題と多様なリテラシー
　これらの取り組みは、SD（持続可能な開発）
のための取り組みであることには間違いはない。
そして、この SD の取り組みを進める際に、さま
ざまな困難にぶつかり、それを克服するための努
力が行われている。そしてそれを通じて、SD の
実践は ESD の実践となり、それが SD 実践を支
える循環が生まれている。
a）困難への臨機応変な対処のためのリテラシー
　例えば、会津電力の場合、発電した電気を売る
際の送電線の使用の点で、電力会社による一種の
「妨害」にぶつかっている。それは、「女川原発再
開の場合に、東北電力の送電線キャパシティーが
足りなくなるので、会津電力等を貸すことはでき
ない」というものである。これは、泊原発の再開
の場合に送電線が満杯になるので貸せないと言っ
ている北海道電力と同じ主張である。そして、大
手電力業界、さらには経済産業省やアメリカ政府
の一部を含めた「原子力村」の意向でもある。
　そしてこれらに対して、さまざまな交渉等が行
われている。そしてそこには、ここには、計画作
り、実施過程情況の共有、「壁」の存在とその背景、
基本的性質、対処方法のリテラシーが働いている。
そして、臨機応変の能力としてのコンピテンシー
が育まれている。
b）体験交流による体験の経験化
　この際に、様々な国際的交流なども大きな位置
を占めている。チェルノブイリ（旧ソ連）やスリー
マイル（USA）での事故やその後の経緯、電力
会社や国家や市民の対処方法を視野に入れなが
ら、再生可能エネルギーの普及のために取り組ん
でいるドイツのグループとの交流。また日本各地
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での取り組みを担う人々との体験 ･ 経験交流など
である。
　これによって、自分たちの限定された体験が、
世界や日本という空間の中での位置づけ、人類史
のなかでの時間的な位置づけと、「同志的な連帯」
の実質と感情が得られる。そして、自分たちの取
り組みの意味 ･ ミッションが見えてくる。
c）一族と地域、自分自身の歴史の振り返り
　同時に、自分を生み出した一族や地域の歴史と
風土の中での自分自身との対話も行われている。
佐藤弥右衛門らは、一人ひとりの若いころの迷い
やチャレンジの日々をふくめて、自分たちの取り
組みの歴史的意義や水を地域が取り戻すことの意
味を考えながら、日本の内外の人々と共有する努
力をしている。その際に、江戸時代に会津藩から
の要請で綿作り技術を伝えるために大和からやっ
てきて、後に藩の要請によって酒造りに転じてか
らの 200余年を振り返る。さらに、「蔵の街」作
りに貢献してきた先代弥右衛門の足跡もたどる。
これらがあって、自分がなすべきことの自問自答
が、共同事業者たちとの共有が成立する。
d）新聞、出版と放送、インターネットの役割
　これらのことをより広い人々と共有するために
は、言語化 ･ 映像化等の表現手段の活用が行われ
ている。会津電力についていえば、そこに「奥会
津書房」のオーナー編集者の遠藤由美子が加わっ
ていることもあり、すでに数冊の本が出版されて
いる。また、毎日映画社新聞系の『福島民報』等
による報道もある。さらに NHK 等のドキュメン
タリー番組も制作され、全国ネットで放映されて
いる。そして、インターネット上での発信と共有
も行われている。
　認識の共有とそのための資料提供、ディスカッ
ションにとって、新聞、出版、放送、インターネッ
トの役割は大きい。これらの「マスメディア」の
おかげで、SD の取り組みが ESD となっている
側面は強調されてよい。
e）公民館、図書館、博物館と学校の位置づけと
リテラシー、learning
　これらの SD と ESD の取り組みが、地域のよ
り広範な人々とどこまで共有されているかといえ
ば、そこには課題も多い。現在の政権のエネル
ギー政策と摩擦をもつ取り組みであるだけに、大
きな取り組みにはなりにくい面もある。ただ、図
書館に新聞記事や書籍、映像を収蔵し、市民の自
由な利用に供することはできる。また、原発事故
や風評被害の情況とそれへの対処方法について、
市民が公民館の空間を使ったり、事実関係を共有
するための講座等を開いたりすることは可能であ
る。そして、郷土資料館等の博物館や博物館相当
施設での取り組みは、「蔵の街　喜多方」「喜多方
の産業や観光」など、多くの市民が共有できる取
り組みを、公民館の「飲んべえの酒造り講座」等
と協力しながら行うことは可能だろう。
　小中高の学校での取り組みとなると、いっそう
間接的なものになるかもしれない。一般的に、学
校が普及するのは、先に述べた近代化の中で、全
ての人にリテラシーが必要になるからである。そ
こでは、ユネスコの「学習権宣言 Declaration on 
Right to Learn」6 は「読み書きの権利」「疑問を
持ち分析する権利」「想像し創造する権利」「自分
自身の世界を読み解き、自分自身の歴史を書く権
利」「個人と集団の能力を発展させる権利」「あら
ゆる教育的手立てにアクセスする権利」が「学習
権」の内実だと述べている。このように、“learning”
やリテラシーとは基礎的読み書きにとどまらな
い。文字をはじめとする多様な表現手段を駆使し
て、現実を知る。未来に向かう多様な作品を創り
出す。自分の世界を理解し歴史を綴る。そのため
に、またそれを通じて自分や自分たちの能力を高
めていく。そのために誰もが書物や学校やディス
カッションの場や工房等にアクセスし、参画でき
ることをふくむのである。
　だから、子供や若者の「発達段階」をふまえて、
小さい頃は、より楽しいもの、より基礎的なもの
を中心に学ぶのが良い。この点で、小学校 3年生
にある「郷土を学ぶ」単元と接続させながら副読
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本と「郷土かるた」を制作 ･ 活用した授業も大事
になる。
　そして、高校生ぐらいになると、自分自身の身
体的成熟と進路選択との矛盾の中で、社会の矛盾
への関心や理解力も高まってくる。そこで、エネ
ルギー問題や原発事故、再生可能エネルギーもふ
くむ SD と ESD の取り組みについて、異なる立
場の主張を含めて事実関係を正確に調べ、把握
し、自分たちなりのプロジェクトイメージを持
つ授業を取り入れることは意味を持つ。その際
に、2015年に国連が採択し、日本政府全体とし
てその普及と内容の実現に力を入れている SDGs
（Sustainable Development Goals）との関連を
検討することは、SDGs がほぼ社会的合意となっ
ているので、「やり易く」、生徒 ･ 学生の視野を開
く上でも有効であろう。そして、その中から、総
合高校や大学での「卒業論文」も出てくると考え
られる。
　ただ現状では、学校での取り組みは文科省の「資
質 ･ 能力」「アクティブラーニング」「PBL」「ルー
ブリック」「キャリア教育」等に脈絡なく振り回
されている傾向もある。そのために、身近な生活
の良いところを大切にしながら、それを世界史の
中で捉えていく、骨太の教育実践が細る傾向もあ
る。これを改善するためには、教員や職員を形式
的な「教案作り」で縛るような、伝達講習会的研
修をやめるべきだろう。そして、教育従事者とし
ての諸能力（abilities, competencies, capacity/
capability をふくむ）を伸ばすことに主眼をおい
た自主研修と、その交流のための「研究集会」の
方向に切り替えるべきであろう7。
　これらの点では、檜枝岐村に於いても、取り組
むべきことがらが多いと判断された 8。SD の取
り組みにはきわめて熱心であり、ある世代までは
「出稼ぎをしないで暮らせる村」作りを、歴史も
含めて。村人が共有していた。しかし、その共有
の伝統が、現在、必ずしもうまく継承されていな
いからである。
　本研究は JSPS 科研費 18K00888 の助成を受
けた。
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 http://www.hosei .ac.jp/careerdesign/
shokai/society/index.html#ESD
2 早稲田大学の「体験の言語化」科については以
下のサイトを参照。
 https://www.waseda.jp/inst/wavoc/open/
contextualize/
3 2020 年度から全面実施される新小学校学習指
導要領（2018 年 3 月告示）では、中学年（3、
4 年生）に外国語活動、高学年（5、6 年生）に
外国語科が導入されることが決まっている。
4 本田は、子どもの世界のなかにみられる兆候と
して、「勉強ができる」「成績がいい」ことに象
徴される刻苦勉励としての「閉じた努力」か
ら、常に自分の周囲の環境に対して敏感であり
つつ、その中での自分のあり方を模索するよう
な「開かれた努力」への変質を指摘している（本
田 2005：244）。
5 ここには、乾燥地域を背景とする『旧約聖書』
的な「culture」による自然の改造と商業資本の
発想が色濃く見られる。これに対して雨の多い
ベンガル地域～東アジアを背景とする「人間は
自然の一部」という発想が再評価されつつある。
6 1985 年にパリで開かれた「第 5 回成人教育世
界会議」で採択された。笹川孝一『キャリアデ
ザイン学のすすめ～仕事、コンピテンシー、生
涯学習社会～』　法政大学出版局　2014 年　
217-218 ページ参照
7 同上　155 ページ参照
8 第 3 節の報告には科学研究費の研究成果も反映
されている。
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資料 A
-  - 1
ビデオ交流学習に関するアンケート 
 
法政大学 坂本旬 
東洋学園大学 坂本ひとみ 
アンケートへのご協力のお願い 
こんにちは。 
 このアンケートは、みなさんの英語学習に対する意識を調べ、日本の学校教育の改かくに役立て
ることを目的としています。アンケートへの協力をお願いします。 
みなさんの回答は全部数字に変えてコンピュータに入力されます。みなさんの答えが学校の先生
や保護者の方に分かることはありません。ありのままに、思ったとおりに答えてください。 
 
性 別 1. 男 2. 女 ６年  組 名前  
 
問１ 動画をつくって世界の人たちと交流する活動について、次のア～スの意見はどのくらい、
今のあなた自身の考えにあてはまりますか。それぞれについて、あてはまる番号１つに○
をつけてください。（それぞれ１つずつに〇） 
 
あてはまる 
少し 
あてはまる 
どちらとも 
いえない 
あまり 
あてはまら 
ない 
あてはまら 
ない 
ア 動画をつくる活動は楽しい １ 2 3 4 5 
イ 英語を使う活動は楽しい １ 2 3 4 5 
ウ 
地いきのことを調べる活動は 
楽しい 
１ 2 3 4 5 
エ 
世界の人たちに自分たちのことを 
伝える活動は楽しい 
１ 2 3 4 5 
オ みんなで協力する活動は楽しい １ 2 3 4 5 
カ 動画をもっとつくりたい １ 2 3 4 5 
キ 英語をもっと使いたい １ 2 3 4 5 
ク 地いきのことをもっと調べたい １ 2 3 4 5 
ケ 
世界の人たちに自分たちのことを 
もっと伝えたい 
１ 2 3 4 5 
コ 世界の国のことをもっと知りたい １ 2 3 4 5 
サ 外国の人たちと話してみたい １ 2 3 4 5 
シ 外国の人たちと友だちになりたい １ 2 3 4 5 
ス 
外 国 の 人 た ち と 英 語 で コ ミ ュ ニ
ケーションをとる自信がついた 
１ 2 3 4 5 
 
問２ あなたの、外国の人たちと英語でコミュニケーションをとる自信を 100 点満点であらわ
したらどのくらいですか。□に数字を書いてください。（０点から 100 点の間） 
 
 
                 点 
事前 
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-  - 2
問３ あなたは、以下の教科についてどう思いますか。ア～コについて、あてはまる番号 1 つに
○をつけてください。（それぞれ１つずつに〇） 
 そう思う まあそう思う 
あまりそう思わな
い 
そう思わない 
ア 国語が好きだ 1 2 3 4 
イ 国語は役に立つ 1 2 3 4 
ウ 算数が好きだ 1 2 3 4 
エ 算数は役に立つ 1 2 3 4 
オ 英語が好きだ 1 2 3 4 
カ 英語は役に立つ 1 2 3 4 
キ 理科が好きだ 1 2 3 4 
ク 理科は役に立つ 1 2 3 4 
ケ 社会科は好きだ 1 2 3 4 
コ 社会科は役に立つ 1 2 3 4 
 
問４ 学校生活などについて、お聞きします。ア～エについて、あてはまる番号１つに○をつけ
てください。（それぞれ１つずつに〇） 
 あてはまる まあ 
あてはまる 
あまり あて
はまらない 
あてはまら 
ない 
ア 学校は楽しい 1 2 3 4 
イ 他の子といっしょに作業することが上手だ 1 2 3 4 
ウ いつもひとりでいるような気がする 1 2 3 4 
エ 
ふだん、しょう来の進路や つきたい 
職業について考える 
1 2 3 4 
 
問５ 学校での成績について ア、イ、それぞれあてはまる番号１つに○をつけてください。 
ア．あなたの学校での成績は、クラスの中でだいたいどのくらいだと思いますか。 
1. 上のほう 2. 真ん中より上 3. 真ん中 4. 真ん中より下 5. 下のほう 
 
イ．あなたは、クラスの中で、どのくらいの成績がとれたらいいなあと思いますか。 
1. 上のほう 2. 真ん中より上 3. 真ん中 4. 真ん中より下 5. 下のほう 
 
問６ あなたは、しょう来どのくらいまで勉強したいと思っていますか。あてはまる番号１つに
〇をつけてください。 
 
1. 中学校 2. 高校 3. せん門学校・各種学校 4. 短期大学 
5. 大学 6. 大学院 7. その他  
 
 
～これで終わりです。ご協力ありがとうございました。～ 
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資料 B
                              ☆ Thank you ! ☆ 
Nepal  （January, 2019） 
    Grade    Age     Sex F( girl) / M (boy)Name                        
 
１． Did you enjoy today’s lesson?. 
  ４ You totally agree. ・  3 You agree. ・  2 You do not agree so much.  ・ 1 You do not agree. ☹             
If you marked 4 or 3, what part of the lesson was fun?  
  
 
 
2. Have you learned about the Japanese lifestyle?(Content)  ４  ・  3  ・  2   ・  1 ☹ 
What have you learned? 
       
 
 
3. Were you able to listen to English and speak English in this lesson.?（Communication） 
   ４  ・  3  ・  2   ・  1 ☹ 
What English expressions can you remember from this lesson?  
 
 
 
4. Did you think about similarities and differences between Japanese children and you? 
(Cognition)     ４  ・  3  ・  2   ・  1 ☹ 
What did you think about? 
 
 
 
 
5. Did you cooperate with your classmates when you practiced English or made a video? 
(Community)    
   ４  ・  3  ・  2   ・  1 ☹ 
 
6. Did you get interested in the Japanese lifestyle, school or culture?（Culture）   
   ４  ・  3  ・  2   ・  1 ☹ 
  
7. Please write your comments or impressions about today’s lesson. 
 
